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　1．　純実体維持概念の意義
　さて，純実体維持（Nettosubstanzerhaltung）ないし実体的自己資本維持
（substantieエ1e　Eigenkapitalerhaltung）は，実体維持計算において，特に資本構
成を考慮に入れて，自己資本をもって調達した財産部分に限り，再調達価格に
よる費用修正を行ない，その数量的維持を達成しようとする維持概念である。
この概念は，かのF．Schmidtの有機論およびE．　Geldmacherの実体維持論
を起点として，その後のドイツ経営経済学の展開の中で発展せしめられてきた
実体維持思考に立脚しながらも，特にそれが資本構成を斜酌していないことか
ら生ずる問題点を克服しようと試みたものであり，その意味で，理論的展開の
中では，実体維持概念ないし総実体維持概念の発展形態として位置づけられる
のである。しかも，純実体維持概念は，前節で考慮したように，1970年代初め
における持続的なイソフレーショソを背景にして，実務上展開されたイソフレ
修正計算において採用され，実務によってその妥当性が検証されつつあるもの
である。
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　こうした動向を背景にして，純実体維持概念は，さきに紹介した経営監査士
協会確定意見書「年度成果における実体維持計算の考慮について」の中に導入
されたのである。
　純実体維持概念の積極的な提唱者であるG．Sieben＝T．　Schildbachによる
と，総実体維持は，資本構成を考慮せずに，貸借対照表上の資産（より正確に
いえば物的資産）全体の維持を志向するために，年度決算書の機能を，分配測定
機能の側面においても，情報機能の側面においても，制限することになると批
判される（1）。
　まず，分配測定機能に関して，総実体維持は，名目計算上の剰余のうち，特
に調達価値基準にもとつく費用と再調達価値基準にもとつく費用との差額に相
当する部分を，架空利益確定の枠内において，分配不能なものと宣言するが，
Sieben＝Schildbachは，この分配不能部分の中に他人資本で調達されたとみら
れる財産項目の費消にかかわるものまでもが含まれていることには問題がある
と指摘する。彼らによると，企業において費消された財産部分は，それが他人
資本により調達されたものである限り，将来もまた他人資本によって調達され
ると期待されるから，そのような期待のもとでは，この部分は，むしろ，分配
可能なものと考えられるべきである。したがって，総実体維持計算のもとで
は，分配可能金額が過小に計上されることになるのである。
　さらに，Sieben＝Schildbachは，特に企業の利害関係者とりわけ所有主ない
し資本主の視点から，この問題を掘り下げて検討しているが，それによると，
総実体維持概念は，所有主にとっても，分配可能剰余が，さきに指摘したのと
同じ現象の結果として，次の2つの方向から減額されるという危険を包含して
いる。すなわち，第1は，他人資本利子の中に一部または全部転嫁された貨幣減
価率によってであり（ただし，それが貨幣減価を理由にして，例えぽ顧客の負担になる
ように再転嫁されない限りにおいて），第2は，総実体維持の枠内において，架空利
益の中に含められた，他人資本により調達された財産から生ずる再調達価値基
準にもとつく費用と調達価値基準にもとつく費用との差額によってである（2）。
　次に，情報機能に関する総実体維持の適合性も，それに対応する利益が他人
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資本で調達された財産から生ずる“架空利益”だけ縮小されるということによっ
て侵害される。一方，丁度この追加的な縮小額だけ自己資本が，かつて他人資
本で調達されたとみなされる財産が順次持分比例的に自己資本によって調達さ
れるという意味において，新しく形成されることになる。しかし，このような
経過は，総実体維持概念による利益確定のもとでは隠されたままであり，その
結果，投資家は誤った意思決定に導かれることになりかねないのである〔3×4）。
，かくして，総実体維持概念は重大な限界をもつものとして批判されるのであ
る。このような批判において，企業の利害関係者，特に所有主（Eigner）ない
し投資家（Investor）の立場が重視されている点に注目すべきである。後にみ
るように，この点こそが総実体維持概念の発展形態としての総実体維持概念の
基本的特質を形成するものと考えられるのである。
　2．　純実体維持概念の論理
　さて，上述のような純実体維持概念の欠陥を克服するものとして純実体維持
概念が提唱されるのであるが，この資本維持概念の基本的思考は，H．　Haver－
mannによって次のように説明されている。
　「貨幣減価により条件づけられた価格騰貴は，財産項目が自己資本で調達さ
れている場合に限り，価値損失をもたらす。他人資本でまかなわれだ財産部分
は貨幣減価によっては侵食されない。今日広く承認されているこのテーゼは，
他人資本で調達された財産部分は，その再調達の際にも，他人資本で調達され
るという仮定にもとついている。債務の名目価値は確定しており，時の経過に
伴う貨幣価値の変動によって影響を受けないために，貸借対照表上，他人資本
で調達された財産項目は調達原価で評価されるとともに，その費消部分が損益
計算書上，同じく調達原価で評価されるだけで十分である。企業に投下されて
いる自己資本と他人資本との関係は，貨幣価値変動のもとにおいても，この財
産部分については，名目価値主義の固執によって影響されないのである（5）」と・
　このHavermannの叙述から，純実体維持概念に含まれ，かつそれを特徴づ
ける論点として，特に次の3点を指摘することができる。
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　第1は，価格騰貴による実体費消の危険にさらされるのは，自己的実体
（eigene　Substanz）のみであり，したがって，実体維持の必要はもっぽら投下
された自己資本について存するという点である（6）。この点について，RJ．　Niehus
は次のように述べている。「企業におけるイソフレ危険は，企業が投資を自己
資本でまかなった程度においてのみ，持分所有主（Anteilseignern）によって負
担される。他人資本をもって調達した財産については，この財産の必要な補填
の際に，従来通り他人資本によって調達することができると仮定しうる限り，
持分所有者にとっては，実体費消は生じない〔7〕」と。　これによると，価格騰貴
による実体費消の危険を蒙るのは自己資本のみであるという見方の基礎には，
企業における持分所有主，つまり株主の立場が据えられていることがわかる。
その意味では，純実体維持概念は自己資本提供者たる株主の立場に立脚したも
のであるといえるであろう。
　第2は，それと関連して，いわゆる債務者利得（Schuldnergewinne）を実体
維持計算上考慮に入れている点である。すなわち，純実体維持概念が特に他人
資本をもって調達された財産を維持対象から除外するのは，この種の財産につ
いては，貨幣価値低落期には，一方で架空利益という形態の実体損失が生ずる
が，しかし，他方で，その源泉をなす他人資本たる債務の名目価値の確定性か
ら債務者利得が生ずるために，この両者の相殺をはかるためであるとみられ
る。まさにその意味において，純実体維持概念は債務者利得を維持計算上考慮
に入れるのである。このようにして，純実体維持概念は，総実体維持概念のも
とで生ずる債務者利得計上の欠落ないし無視という問題の解決をはかっている
のであり，そのために，実体維持概念を発展的に展開したものであるといいう
るのである（8｝。
　さらに，第3は，純実体維持概念の基礎に特に他人資本で調達された財産は
将来も他人資本をもって調達されるという仮説が設定されている点である。こ
のような仮説は特に企業に現存する自己資本と他人資本の関係を維持・存続す
ることを可能ならしめる条件となるものであり，その上に成立する純実体維持
概念の内容を限定する役割をはたすものである。すなわち，純実体維持概念
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は，そのような仮説に依拠して，現在の資本構成，つまり現在の所有関係を維
持・存続するという効果を発揮しうるのである（9）。
　以上のような諸論点を含む純実体維持概念によると，利益は，自己資本で調
達された財産の数量的維持を超える収益剰余として把握されることになる。し
たがって，この利益概念のもとでは，特に貨幣価値低落の影響を受けないと考
えられる他人資本で調達された財産の費消に関する調達原価と再調達価格との
差額が利益に含まれ，そのため，利益概念が，企業財産全体の数量的維持を
超える収益剰余として把握される総実体維持概念のもとにおける利益概念より
も，それだけ拡大されるのである。それゆえ，純実体維持概念のもとでは，総
実体維持概念のもとで生ずる分配可能利益ないし分配可能剰余の“縮小化”と
いう上述のような問題点が解消されることになるのである（lq。
　前出のSieben＝Schildbachは，年度決算書のもつ分配測定機能と情報機能と
いう2つの主要機能に照らして，純実体維持概念の妥当性を論述しているが，
そこでは，特に上述のような利益概念に内包される各種利害関係者の利害調整
能力が重要視されているのである。この点に関する彼らの所説の内容は，次の
とおりである。
　純実体維持概念は，分配測定機能の見地からみると，次の2つの理由から適
当であると考えられる。
　まず第1に，純実体維持概念は，企業内部に自己資本で調達された財産を前
年度と同じ程度に維持し，したがって経営者に，他のグループの同意から独立
した同一の実質的処分枠（Dispositionsrahmen）を許容するために，経営者その
他企業の維持・存立に利害を有するすべてのグループに歓迎されるのである。
この実質的処分枠は，名目資本維持の場合のように制限されないし，総実体維
持の場合のように拡大もされないのである。
　しかも，この維持概念のもとでは，この処分枠の制限あるいは拡大は，企業
に参加しているグループの決定によって影響されるのではなく，他の諸要素，
例えぽ，企業が必要とする財貨の価格変動，実体の構成，資本構成および収益
状況などによって影響されるが，これらの諸要素は，かかる処分枠の測定の際
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に，そのグループの利害を偶然に反映するにすぎないのである。
　第2に，純実体維持概念にもとついて決定された剰余は，良き分配の基礎を
形成する。その理由は，この剰余を対象として行なわれる所有主および国庫に
対する持分比例的な分配は，一切の制約条件のもとでは，他のグループの利害
を侵害することなしに，これらのグループに従属するからであり，また，同時
に，持分比例的な剰余の蓄積は，分配に参加する所有権の請求権を不当に縮小
することなしに，企業拡大にもとついて調整される参加者の利害に合致するは
ずであるからである（11〕。
　次に，純実体維持概念は，情報機能の見地からみても，その機能を十分に遂
行しうるものと考えられる。というのは，この維持概念は，企業の内部者およ
び外部者に対して，自己資本で調達された前年度の財産在高を超えて生じた金
額を剰余として表示するからである。したがって，過去志向的な成果尺度は，
いずれも将来の剰余に対する開示能力を欠いているが，純実体維持のもとでの
剰余は，少なくとも，将来に対する展望の基礎としての過去志向的成果の測定
の際に，すでに価格変動によって組織的にゆがめられているという誤謬一そ
れが架空利益による上方への誤謬であれ，他人資本で調達された財産に対する
実体維持配慮による下方への誤謬であれ一から解放されることになるのであ
る⑫。
　上述のような考察を通して，Sieben＝Schildbachは，純実体維持概念を，名
目資本維持概念および総実体維持概念に対する代替可能な概念であり，かつ実
行可能な維持概念　（eine　vertretbare　und　praktikable　Erhaltungskonzeption）
であると論じるのである（13。
　3．純実体維持計算に伴う問題とその解決策
　さて，純実体維持概念が真に代替可能にしてかつ実行可能な概念となりうる
ためには，それに伴う諸問題，特にいわゆる帰属問題（Zu。rdnungspr。blem）
と，実現問題（Prob】eme　mit　dem　Realisationsprinzip）の2つに対して何らか
の解決策が示されなければならない。そこで，Sieben＝Schildbachの所説を中
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心にして，これらの問題に対する解決策を考察することにしたい。
　　（i）帰属問題
　純実体維持概念は，実体維持計算上，特に資本構成を考慮に入れ，自己資本
で調達された財産と自己資本で調達された財産を区別するために，貸借対照表
の借方側における種々の財産項目が貸方側における資本項目にいかに帰属せし
められるべきかという問題，つまり帰属問題を生ぜしめる。もともと，貸借対
照表の借方項目と貸方項目とは相互に特別の関係にあるとはみられないのであ
るから，この帰属問題は，それがもし投下された資本源泉の正確な追跡ないし
再現という目的のもとに取り上げられる場合には，解決しえないものといわな
けれぽならない。Sieben；Schildbachによると，この問題は，どのみち，考え
られる各帰属は恣意的にならざるをえないということ，したがって種々の帰属
の中から，その結果を判断して，合目的的にのみ選択されるということが承認
された場合に，はじめて解決しうるのである働。
　Sieben＝Schildbachは，このような見地から，考えられる帰属方法として，
次の3つのものをあげている（IS。
　　　（1）《個別確認による帰属》
　これは，個々の財産項目ごとに，別個に特定の資本種類または特定の自己資本
と他人資本の混合を帰属せしめる方法である。この方法は，A．　G．　Coenenberg
によると，《個別確認による帰属》　（Zuordnung　gemaB　Einzelnachweis）と呼
ばれる⑯。
　　　（2）《全体資本構成による帰属》
　これは，各財産項目を，一括して貸方側における資本種類の割合に比例し
て，自己資本で調達されたものおよび他人資本で調達されたものとに識別する
方法である。Coenenbergによると，この方法は，《全体資本構成による帰属》
（Zuordnung　nach　der　Gesamtkapitalstruktur）と名付けられるaO。
　　　（3）《残余資本構成による帰属》
　これは，借方側の貨幣性資産（現金・債権）を切り離して，もっぱら他人資
本に帰属させ，そして残りの（物的）財産項目を，残余の資本構成に比例して
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自己資本で調達されたものと他人資本で調達されたものに区別する方法であ
る。この方法は，前記の（a＞と（b）の両極端に位置づけられる方法を結合するとい
う意味において，中間的な方法であり，Sieben＝Schildbachはこれを合目的的
なものとみなしている⑱。なお，Coenenbergによると，これは，　《残余資本
構成による帰属》　（Zuordnung　nach　der　Restkapitalstruktur）と呼ばれる⑲。
　Sieben＝Schildbachによると，この（c）の帰属方法は，いくつかの利点を有す
る。まず第1に，この方法のもとでは，貨幣性資産は自己資本によって調達さ
れたものとはみなされないのであるから，純実体維持概念の枠内では，その減
価に対して，自己資本の形成によって備える必要はないという点である。それ
は好都合であるように思われる。というのは，おそらく貨幣性資産の典型とし
ての現金の減価は，実体維持概念にとって典型的な同一物の再建　（identische
Rekonstruktion）という仮定の助けをもってしては，見いだしえないからであ
る。この減価は，実体維持概念とは無関係な仮定，おそらくは，機能の同一性
（Funktionsgleichheit）　とし・う仮定にもとついてのみ決定しうるのであろう。
機能の同一性という仮定によると，現金在高の減価は，前年度に対する現金の
次のような在高剰余の確定によって具体化せられる。つまり，現金が同一の機
能を遂行する状態にあるとした場合に，それゆえ，おそらく支払によって同一
の取引量を伴うことができるとした場合に，現金勘定が表示すべき在高剰余で
ある。貨幣性資産の債務への帰属を伴う純実体維持は，貨幣性資産の減価の問
題によって影響されない。それは，この問題を他人資本に転嫁する。他人資本
の調達によって，貨幣性資産の《機能同一性》が保証されなけれぽならない。
それに加えて，このような名目的資産項目の名目的負債項目への帰属は，納得
しうるものであるばかりでなく，貨幣減価問題に関して，大抵の場合にも適用
されるのであるee。
　第2に，貨幣項目と並んで，企業に拘束された（物的）財産は残余資本構成
に応じて按分比例的に自己資本で調達されたもの，および他人資本で調達され
たものであるとする仮定は，この純実体維持という特別の方法を，一定の企業参
加者グループの利益のために，貨幣減価によって特に大きな影響を受けた財産
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が自己資本または他人資本に算入されるという批判から保護するという点をあ
げることができる。それに加えて，かりに各財産項目に特定の資本を帰属させる
ような極端な帰属方法が用いられたとすれば，それは，種々の部門の種々の与件
に関係づけられなければならないというような困難を生ぜしめるであろう⑳。
　さらに，この総括的な帰属方法によって，次のような見地から，帰属を企業
経営者に委ねることが回避されたという点が指摘される。すなわち，企業経営
者は，（物的）財産項目の資本への特別の帰属を，彼の管理する企業における具
体的な与件にしたがって最も早く行なうことができるという見地からである。
企業経営者に帰属の決定がまかされている場合には，彼はその時々の状況に従
ってその帰属の助けを借りて，剰余の形成に対して影響を及ぼすという可能性
が存する。その際，影響の可能性は，財産項目の価格騰貴率がさまざまであり，
また自己資本と他人資本が総資本に対して同一の割合を占めている場合には，
大きくなるであろう？1。
　かくして，Sieben＝Schildbachは，　Coenenbergによって《残余資本構成によ
る帰属》と名付けられる方法の妥当性を主張するのである。
　Coenenbergは，　Sieben＝Sc与ildbachの支持するこの第3の方法をさらに発展
させて，《財産項目の貨幣性と期限性による帰属》（Zuordnung　nach　dem　Geld－
charakter　und　nach　der　Fristigkeit）と呼ばれる第4の方法を提唱している。
　ケーネソベルクによると，これは，まず他人資本を名目的に拘束された資産
（つまり貨幣性資産）の総額に帰属させ，それから，残存する他人資本額を，順
次，短期の非名目的資産，中期の非名目的資産，そして長期の非名目的資産に
帰属させる方法である。この方法は，Sieben＝Schildbachの提示する上述の第
3法に比べて，特に自己資本が固定資産をまかなっていない場合には，実体維
持計算目的のために，減価償却の（必要な場合には，按分比例的な）修正だけを
行なえぽよいという点ですぐれている。明らかに，この理由のために，経営監
査士協会は，前記の確定意見書においてこの方法を採用したのであるe3。
　　（ロ）実現問題
　次に，純実体維持計算に伴う実現問題とその解決策について，Sieben＝Schild一
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bachは次のように論じている。
　そもそも，実現主義（Realisationsprinzip）は，特に企業給付の評価が調達市
場志向価値から販売市場志向価値へ移行する時点（物財の引渡しの暁点または用
役給付の終了の時点）を限定するから，経営給付生産からの剰余が発生したとみ
なされる時点を確定する。実現主義にもとついて剰余が発生したとみなされる
時点は，特に年度決算書の分配可能金額の確定機能に関して，適切に選択され
た。それは，ひとつには，この時点は明確に限定されており，それゆえ，いず
れの企業参加グループにも，剰余に影響を及ぼす大きな可能性を示さないため
であり，いまひとつには，実現主義によって期間的に限定された剰余の分配は
期待可能とみなされるためである。というのは，剰余は，少なくとも，債権の
形成により保証されており，また部分的には流動的な形態でさえ流入している
からである。この期待可能性は，剰余は持分比例的にのみ，また平均して1年
の期限の後に分配されるという思慮によっても支持されるtl4。
　ところで，実現主義は，原則として，実現時点前における企業給付の種々の
評価と合致しうる。これらの評価が調達原価主義から離脱する場合には一そ
れゆえ，おそらくは再調達原価による評価の際には一，もちろん，調達価値
とより高い評価額一ここで関係する事例では，再調達価値一との差額は，
少なくとも実現時点に至るまでは，企業内に成果中性的なものとして留保され
なければならない。この差額は，実現時点以前には，成果，したがって分配可
能金額の中に含むことを許されない？S。
　Sieben＝Schildbachによると，この評価差額の成果中性的な留保は，総実体
維持の枠内では，保証される。というのは，静止財産および可動財産の価格騰
貴は，それを実体維持積立金（SubstanzerhaltungsrUcklage）に貸言己しさえすれ
ぽ，成果には全く影響を及ぼさないからである。一方，純実体維持概念一そ
れは，価格騰貴の際に，他人資本で調達された財産項目に対しては，自己資本
に算入されるべき実体維持積立金の設定によって何の準備もしない一のもと
では，他人資本で調達された静止財産の未実現増価が成果に算入されず，持分
比例的に分配されないということに対する保証は，必ずしも存在しない。彼ら
（175）　　　　　　　　　　　　　　　西ドイッにおける時価主義の制度化問題（皿）　65
によると，未実現成果は，主として次の2つの方法で企業成果に到達しうる。
　（1）未実現成果は，一部または全部が他人資本で調達されたとみなされ，か
　　つ当該経過期間においてその期聞中に売却された企業給付のために費消さ
　　れなかった財産部分が完全に再調達価格で評価された場合には，事情によ
　　り企業成果に到達する。特別の配慮がなされない場合には，企業がその静
　　止財産にして，かつ他人資本により調達されたとみなされる財産部分に経
　　験し，そして貸借対照表に表示しうる価値騰貴は，それがこの財産部分ま
　　たはそれを使用して製造した給付の販売の時点にはじめて実現するとして
　　も，成果作用的に記帳される。この未実現利益の企業成果への算入を防ぐ
　　ためには，他人資本で調達された財産に関する未実現価値騰貴を記入し，
　　それが実現するまで成果計算から遠ざけておくような作用をする勘定を設
　　定することが必須である。実現時点においては，この勘定は，それにいま
　　売却されたか，あるいは費消された項目に対する価値騰貴が集計された程
　　度において，取崩されるべきである。
　　　もちろん，ここで述べられたような未実現成果の企業成果への算入の危
　　険は，貸借対照表上の全企業財産が時価で表示されるべき場合に生ずる。
　　それは，成果計算のみが価格騰貴の影響によって修正される場合には，生
　　じない。特にそれが補助計算の形で行なわれる場合には，そうである。
（2）未実現成果は，一わけても重大なのは，財産項目の資本への帰属問題
　　を回避するという理由から一他人資本の企業成果に及ぼす影響が次のよ
　　うにして総括的に斜酌される場合にも，企業成果に到達しうる。すなわち，
　最初に総実体維持概念にもとついて架空利益額だけ控除された名目利益
　　が，導入された他人資本に貨幣価値変動指数を乗じた積から生じた金額だ
　け再び増額されることによってである。この後者の金額（つまり他人資本と
　貨幣価値変動指数の積）が総実体維持概念を総財産の一部としての他人資本
　　で調達された財産へ適用することによって計算された架空利益額を超過す
　　る限り，それは，未実現成果つまり《架空損失》（“Scheinverluste”）セこ導
　　くであろう？e。
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　　ある企業において静止財産項目は他人資本で調達されたものとみなされ
　　ると仮定する。それは，売却されたものでもなく，また費消されたもので
　　もなく，そ池ゆえ名目成果を生ぜしめなかったのであるから，総実体維持
　概念は，当該財産項目に対して何ら架空利益を名目成果から排除しないで
　　あろう。それゆえ，その場合に，当該財産項目に対する他人資本と貨幣価
　値変動指数の積としての総括的な貨幣減価成果が総実体維持概念の尺度に
　　よる企業成果に算入される限り，この貨幣減価成果は全額未実現である。
　　それは，当該財産項目（またはそれを使用して製造された経営給付）を，次の
　　ような価格で売却することに成功した場合にはじめて実現する。すなわ
　　ち，全体概念にしたがって確定されたその他の原価とともに，当該財産項
　　目自体の調達原価，ならびにこの調達原価を，当該財産項目（ないしはそれ
　　を使用して製造された給付）の調達と販売の間の期間に適用される貨幣減価
　　指数の上昇分に乗じた額を補償する価格である。
　　　しかしながら，この提案は，貨幣価値変動指数の測定の際に，企業に拘
　　束された財産の価値騰貴が貨幣価値変動よりも大きいか否かは問わないの
　　であるから，それは，後にはじめて実現するに至る未実現利益を表示する
　　という欠陥を有するばかりでなく，おそらくは決して実現しないような未
　　実現利益を表示するという欠陥をも有するのである。それは，指数の上昇
　　が企業に拘束された価値騰貴を超える場合には，妥当しないen。
　　　この（2）で述べられている未実現成果は，原則として，調達価値志向的な
　　年度決算書の保持のもとに，架空利益が補助計算の助けをもってのみ排除
　　されるべき場合にも，生じるかもしれない。前記の（1）の場合と異なって，
　　そのような他人資本の取扱いの際に生ずる欠陥を無視しうるような方法
　　は，よく知られていない⑫8）。
　かくして，Sieben＝Schildbachは，純実体維持概念に立脚して，特に他人資
本をもって調達された財産に対し再調達価格基準を適用した場合に生ずる未実
現増価を成果中怪的に留保するための価値修正勘定を，特に《他人資本で調達
された財産の未実現価値騰貴勘定》（Konto“Nicht　realisierte　Wertsteigerung
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am　fremdfinanzierten　Verm6gen”）と名付け，その導入を提唱するのである。こ
の勘定の運用ないし記入方法，ならびにその性格などについては，次稿で取り
’上げる「純実体維持の計算構造」において，考察することにしたい。
　（1）GUnter　Sieben　und　Thomas　Schildbach；Substanzerha工tung　und　anteilige
　　Fremdfinanzierung．　BFuP，25．　Jg．1973，　S．579．
　（2）G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．0．，　SS．　579－580．
蟹（3）G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．O．，　S．580．
財（4）A．G．Coenenbergも，　Sieben＝Schildbachと同じように，総実体維持概念の問題とし
　　て，次のように指摘している。
　　　「もし人が費用評価に関する時価主義（Tageswertprinzip）を財務構成とは無関係に適用し
　　ようとすると，これは，それによって引き起された利益減少および自動的な分配制限のために’
　　他人資本の自己資本による恒久的な代替を生ずるであろう。（そのため）成果表示は，その情報
　　機能においても，その分配測定機能としての機能においても，阻害されるであろう。
　　　情報機能の見地からは，他人資本で調達された財産から生ずる“架空利益”が，特別の開示
　　なしに，剰余から除去されるから，剰余はゆがめて表示される。『しかし，自己資本は，丁度こ
　　の追加的な減少額において，かつて他人資本で調達されたとみなされる財産が順次持分比例的
　　に自己資本によってまかなわれるという意味において，新しく形成される』（G．Sieben　und
　　T．Schildbach；a．a．0．，　S．580）。
　　　成果の分配測定機能も，同様に制限される。なぜならば，成果の一部が費用として公表され’
　　それゆえ分配を防止されるが，しかし，それは，一他入資本で調達された財産部分に関する
　　限り一他人資本で調達された財産項目の必要な再投資が将来も他入資本で調達される場合に
　　は，分配可能である。このようにして利益分配決定に関する持分所有者の権限は局限される。
　　　　（したがって）実体維持計算は，財務構成とは無関係には，実行しえないという結論が生ず
　　る」　と。　Adolf　Gerhard　Coenenberg；Inflationsbereinigte　Rechnungslegung
　　－Diskussionsstand』in　Deutschland．　Die　Aktiengesellschaft（AG．），20．　Jg．
　　Nr．5（Mai　1975），　S，116．
　（5）Hans　Havermann；Zur　BerUcksichtigung　von　Preissteigerungen　in　der
　　Rechnungslegung　der　Unternehmen（Teil　I），　WPg，27．　Jg．　Nr．15（August
　　1974），SS．425－426．
　　　同様に，A．　G．　Coenenbergも，次のように述ぺている。「しかし，インフレ条件的価格騰
　　貴は，自己資本で調達された財産についてのみ，価値損失に導く。　このテーゼは，今日的な論
　　議において，ほとんど一致して主張される。それは，次の2つの思慮にもとつく。すなわち，
　　（第1に）他人資本が名目的に拘束された資産（貨幣性資産のこと一引用者注）に投下されて
　　いる限り，それにかかわる貨幣減価利得と貨幣減価損失とは相殺される。（第2に）他人資本が
　　非貨幣性資産に投下されている限り，他入資本で調達された財産項目は，その再調達の際にも，
　　やはり他人資本をもって調達されると仮定される。名目価値の確定している他入資本のもとで
　　は，他人資本をもって調達された財産項目の費消は，損益計算書上，歴史的原価にもとついて再
　　評価されるだけで十分である」と。A．　G．　Coenenberg；a．a．0．，　S．116．
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（6）Peter　Schumacher，　unter　Mitarbeit　Fritz，　Goos　und　Klos；Scheige．winne
　durch　Preissteigerungen　beim　abnutzbaren　Sachanlageverm6gen　und　Mass・
　nahnahmen　zur　Verhinderung　ihrer　AusschUttung，　BFuP，25，　Jg．1973，　S．
　566．
（7）　Rudolf　J．　Niehus；Zur　BerUcksichtgung　der　Substanzerhaltung　bei　der
　Rechnungslegung，　WPg，27．　Nr．24，　Jg．　S．651．
⑧拙稿「西ドイツにおける資本維持論の現状一経営監査士協会意見書r実体維持計算』の理
　論的背景一（二）」会計第111巻第6号（昭和52年6月号）131頁一132頁。
⑨　前掲拙稿，会計第111巻第6号，136頁一136頁。
ao）この点について，　Brooksは，次のように指摘している。「しかし，持分所有者がインフレ
　危険を負担していない程度において，すなわち名目的に拘束された他人資本の大きさにおいで
　取引により売却された財の過去に発生した調達原価と再調達原価との差額庶，架空利益ではな
　く，自己資本の実体維i持の見地からは，真に実現した分配可能な利益である」と。Brooks／
　Nehmen　Sie　zu　der　betriebswirtschaftlichen　Bedeutung　einer　aktien－
　rechtlichen　Substanz－Anlagen－Erhaltungsrttcklage　unter　De．Lage－Feren－
　da　Aspekt　Stellung，　unver6ffentlichte　Hausarbeit　fUr　das　WP－Examen，
　abgeschlossen　am　25．5．1974，　S．13．　zitierte　von　R．　J．　Niehus；a，a．0．，　S．651．
⑪　G．Sieben　and　T．　Schildbach；a．a．0．，　SS．579－580．
⑫⑬　G．Sieben　and　T．　Schildbach；a，a．0．，　S，580．前掲拙稿，会計第111巻第6号，132
　頁一　133頁参照。
働⑮　G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．0．，　S．582．
⑯（10　A．G．　Coenenberg；a．a．O．，　S．116．
（1＄　G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．0．，　S．582．
a9）A．　G．　Coenenbeng；a．a．O．，　S．117．
⑳～⑳　G，．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．O．，　SS．582－583．
　　A．G．　Coenenbergによると，この《残余資本構成による帰属》と呼ばれる第3の帰属方
　法，およびそれを発展させた《財産項目の貨幣性と期限性による帰属》と呼ばれる第4の帰属
　方法は，名目的に拘束された資産（つまり貨幣性資産）の貨幣減価損失が実体維持計算上，無
　視されうるという利点を有する。なぜならば，名目的に拘束された全資産は他人資本で調達さ
　れたものとみなされ，それゆえ，貨幣減価損失に，それに対応する貨幣減価利得が対立するか
　らである。したがって，それは大きな利点であるように思われる。なぜならば，名目的に拘束
　された資L産については，実行可能な実体維持計算　（eine　praktikable　Substanzerhalt－
　ungsrechnung）のために必要な尺度，つまり時価が欠けているからである，と説かれる。
　A．G．　Coenenberg；a．a．O．，　S．117。
⑳　A．G．　Coenenberg；a．a．0．，　S．117，
㈱㈲　G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．O．，　S．584．
⑫㊦　G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a．O．，　SS．584－585．
鋤　G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a，0．，　SS．585－586．
㈱　G．Sieben　und　T．　Schildbach；a．a，0，，　S．586，
